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Ⅰ はじめに
2004年４月に法科大学院制度が発足し、大学という学術環境で法曹教育
が開始されることとなった。日本の大学はこれまで法制度のレベルで法曹
養成機関として位置づけられることはなかった。司法制度改革審議会意見
書が、法科大学院制度を法曹養成の中核機関として位置づけ、司法試験法
により法科大学院修了の資格が新司法試験の法的な受験資格とされること
により、日本の大学は初めて法曹養成に法制度上明確な役割を担うことに
なったといえる。法曹養成制度について一連の改革を提言した司法制度改
革審議会の審議の過程で、大学での法曹教育という構想は当初から自明の
ことではなかった。来るべき法曹人口の増加に応えるべく司法研修所を拡
充する案であるとか、法曹養成のための特殊大学校を作るなどの選択肢を
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検討した結果、「学問の自由」が保障される大学という学術環境が、新し
い法曹養成の中核機関を設置するにふさわしいと考えられたので
(１)
ある。
大学という学術環境で法曹養成をすることの課題は、少なくとも二つ考
えられる。第一は教育の方法論が確立されるべきこと、第二は教育内容が
法実務の現状を伝授するだけでなく、学術研究に基づいて法実務の改善を
目指すものでなければならないことである。臨床法学教育という法曹養成
の方法論は、まさに学術環境における法曹養成の二つの課題に応えようと
するものと位置づけることができる。本稿は、法科大学院での教育の開始
以来約６年が経過した臨床法学教育について、日本型臨床法学教育の特徴
を把握し、日本における臨床法学教育のこれまでの主要な成果を検討しよ
うとするものである。
Ⅱ 日本型臨床法学教育の形成
１ 法科大学院設立と臨床法学教育の開始
日本の法科大学院制度は、さまざまな制度的条件の違う中でアメリカの
ロースクールをモデルとして制度設計された。しかし、アメリカのロース
クールにおいていかなる実務教育がされているのかについての認識は、必
ずしも日本型ロースクールの制度設計の過程では十分でなかった。司法制
度改革審議会意見書においては、法科大学院で担うべき実務教育として、
司法研修所でなされてきた要件事実教育程度しか認識されておらず、アメ
リカのロースクールで実施されている臨床法学教育（clinical legal educa-
tion）については、知識が広く共有されていたとはいえ
(２)
ない。
臨床法学教育とは何か。これを最も広く定義すれば、法実務を経験する
(１) 佐藤幸治「社会に奉仕する法律家養成の基点としての臨床法学教育」法曹養成
と臨床教育１号９-10頁（2009年）
(２) 須網隆夫「日本における臨床法学教育の発展と課題」宮川成雄編著『法曹養成
と臨床法学教育』17頁（成文堂、2007年）。
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ことを方法論の要素に組み入れた経験主義による法学教育であるといえ
る。また、最も狭く定義すれば、法科大学院学生が法曹資格をもつ教員の
指導監督の下に現実の依頼人に対して法律サービスを提供することを通し
てなされる法学教育といえる。2008年４月に発足した臨床法学教育学会の
会則には、「臨床法学教育とは、リーガル・クリニック、エクスターンシ
ップ、シミュレーション、法律相談、法情報調査、法文書作成及びそれら
に関連する法学教育の方法」と規定されてい
(３)
るが、これは必ずしも臨床法
学教育を方法論から検討して採用され定義ではなく、わが国の法科大学院
で法実務教育を担う教員が広く学会に参集するために採られた包括的な定
義であるとい
(４)
える。
臨床法学教育の意義はこのように多様であり、それに携わっている教育
者、あるいは、この教育方法を検討する研究者によって、さまざまな意義
に用いられている。しかし、その中心的概念要素を次のように抽出するこ
とは、大方の合意を得られるであろう。まず、その目的は法曹養成であ
り、法理論研究者の養成ではない。その方法は、学生に法実務の素材を現
実にあるいは模擬的に経験させることであり、講義による知識の教授では
ない。教育の内容は、法制度を支える理論と法制度を運用する技能の修得
と法専門職としての価値観の涵養である。従来の日本の法学教育が学問と
しての法理論教育であったのに対して、臨床法学教育は法を運用する人材
（法曹）を養成することを目的とする。それゆえに、臨床法学教育は、法
理論とそれを運用する技能、および技能を用いる専門職業人としての行動
規範を教育内容とする。すなわち実務家養成の方法論であるがゆえに、臨
(３) 臨床法学教育学会ホームページ、http://lawschool.jp/cl/参照。
(４) 2007年９月22日に早稲田大学で開かれた臨床法学教育学会発起人会第２回会合
で、学会規則に掲げるべき臨床法学教育の定義が議論された。「臨床法学教育学会
―学会記事」法曹養成と臨床教育１号209頁（2009年）。その席上、会則上において
厳密な定義を掲げるよりは、学会の設立趣旨として、法科大学院で実務教育を担当
する多くの教員の教育経験を共有する学会を組織するために、臨床法学教育の定義
は包括的に規定すべきことで意見の一致をみた。
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床法学教育は、単に法理論の教育や、実務技能の教育にとどまらず、理論
と実務を統合的に教育しようとする方法論であるといえる。
このような目的、方法、および教育内容をもつ臨床法学教育は、類型的
には、リーガル・クリニック型、シミュレーション型、エクスターンシッ
プ型に分類される。リーガル・クリニック型とは、現実の依頼人の事案に
ついて、法曹資格を有する教員の指導監督のもとに、学生が法律サービス
を提供するものである。シミュレーション型とは、現実の事案を教育目的
に応じて教材として加工し、学生に事案の処理を学修させるものである。
エクスターンシップ型は、学生を法律事務所などに派遣し法律業務を体験
させるものである。これらは類型的な分類であって、実際にはこれらの３
類型の要素を組み合わせて、さまざまな実施形態が試みられている。
２ 臨床法学教育学会の設立
日本の大学は、法科大学院教育を担う人材として実務家教員を受け入れ
ることになった。大学は法科大学院を設置するにあたって、その教員の20
％を実務家で構成するように文部科学省から求められた。これは、法科大
学院が標榜する「理論と実務の架橋」を実現すべく、教員組織の面におい
て法学研究者と実務法曹の協働の条件を整えたものと評価できる。しか
し、実務家教員の雇用形態は大学によってさまざまであり、法科大学院設
置後約６年を経過して、実務家教員が形成してきた教育経験を法科大学院
の中で共有し蓄積する体制が、どこまで出来ているかは疑問符のつくとこ
ろである。また、各法科大学院内部で、実務家教員と研究者教員はどれだ
け協働関係を築き上げてきたであろうか。実務教育は実務家教員の孤立し
た教育実践に「丸投げ」されていないであろうか。法曹養成を目的とした
理論教育と実務教育の架橋はどれだけ実現しているであろうか。
全国の法科大学院において開始された法曹教育は、個々の実務家教員、
また研究者教員と実務家教員の小さな集団によって、さまざまな創意工夫
が凝らされている。大学という学術環境のなかで、さまざまな方法論を用
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いて貴重な教育実践の端緒が付けられた。法曹教育には必ず実務を現実に
または模擬的に学生に経験させる臨床的要素が含まれる。研究者教員と実
務家教員は、どのように協力して、法実務の何を、いかなる目的で、どの
ような方法により、法科大学院での教育を実践することができるか。これ
まで日本の大学が経験することのなかった法曹養成の教育経験を共有する
ために、また研究者教員と実務家教員の協力のネットワークを形成するた
めに、臨床法学教育学会が法科大学院設立から５年目の2008年４月に設立
された。
臨床法学教育学会は、設立後およそ１年半を経過した2009年11月末現
在、正会員231名、準会員（司法修習生等）３名、賛助会員８団体を擁して
(５)
いる。法曹養成のための法学教育を対象とした学会は、おそらくこれが日
本最初のものであろう。医師を養成するための日本医学教育学会は、すで
に1969年に設立されているのに比して40年近くも遅い設立で
(６)
ある。この遅
れは、法曹養成が学術環境とは離れたところで行われてきたことの帰結で
あろう。臨床法学教育学会が設立された目的は、法曹教育の経験を共有す
るネットワークの樹立だけでなく、医学教育をはじめとする臨床方法論を
用いる他の専門職養成の教育研究者とのフォーラムを形成することでもあ
り、また、諸外国における法曹教育に従事する教育研究者と交流するフォ
ーラムの形成でもある。臨床法学教育学会の設立は、日本の法曹教育に学
際的視点をもたらし、また日本法という枠の中だけでなく法を運用する者
の教育はいかにあるべきであるかを考える国際的視点をもたらすものであ
り、日本型臨床法学教育の基盤を提供するものといえ
(７)
よう。
(５) 正会員の内の弁護士数は143名である。また、正会員が所属する大学は47校で
ある。臨床法学教育学会事務局の管理する会員データ。
(６) 堀原一「日本医学教育学会40年の歩み―来し方行く先」医学教育40巻１号35頁
（2009年）。
(７) 臨床法学教育学会の設立趣旨は、機関誌『法曹養成と臨床教育』１号裏表紙扉
に掲載されている。
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Ⅲ 日本型臨床法学教育の特徴
１ 教育目的の重視
日本の臨床法学教育は、法科大学院での教育方法論としてスタートした
がゆえに、日本での大きな関心は、法曹養成のためのこの新しい教育方法
論が、法科大学院生の教育にどのような効果があるのかに向けられてき
た。これに対してアメリカの臨床法学教育は、二重の目的を持って実施さ
れてきたといわれる。すなわち、ロースクールにおける臨床法学教育は、
教育目的だけでなく、社会貢献目的も重視さ
(８)
れる。アメリカの臨床法学教
育は、公民権運動や「貧困との戦い」といった1960年代の社会改革の機運
の中で、ロースクールの学生が、自らの資力では弁護士を任用できない経
済的困窮層を対象として、法律サービスを提供することにより発展してき
た。アメリカの臨床法学教育は、このような発展の背景から教育と社会貢
献という二つの目的が車の両輪としての役割を果たしてきた。
日本の臨床法学教育も、早稲田大学にみられるように、大学に附設され
るリーガル・クリニック事務所で教育の一環として受任する事件について
は、依頼者の資力を受任に際しての重要な考慮要素としているものもあ
る。しかし、法科大学院教育の一環としてリーガル・クリニックが提供す
る法律サービスは、未だ十分に社会的に周知されておらず、適切な相談案
件の数を確保することの難しさや、大学附設の法律事務所も独立採算制を
求められるなどの理由
(９)
から、必ずしも社会貢献目的が十分に実現されてい
(８) 宮澤節生「臨床的法学教育と法律扶助」法律扶助協会編『日本の法律扶助―五
十年の歴史と課題』299頁（法律扶助協会、2002年）参照。
(９) 早稲田大学の民事クリニックは、「経済的理由その他の事情で法的サービスが
いきわたらない人々にサービスを提供するという社会的意義を担うこと」を目的と
してきたが、「経済的要件については、低所得者からの相談を十分に確保できてい
ない現状をふまえ、ある程度緩やかに判断されている。」椛嶋裕之「民事クリニッ
クの実践―その現状と課題―」宮川・前掲書・注２・88頁。國學院大學キャンパス
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るとはいえない。
これに対して教育目的の実現については、日本では臨床法学教育のさま
ざまな独創的方法が開拓されている。臨床法学教育の典型的な教育方法で
あるリーガル・クリニックだけでなく、シミュレーションの方法には意欲
的な試みが多い。例えば、後述する名古屋大学を中心とする PSIM（サイ
ム）プロジェクトは、面接、尋問、交渉等の法曹技能について法科大学院
生がロール・プレイを行っている場面を映像として記録し、データベース
化して法科大学院間で利用しうる教材を開発している。また、関西学院大
学の模擬法律事務所プロジェクトは、医学教育における模擬患者の方法に
倣って、一般市民の協力による模擬依頼人を活用している。
このように日本では臨床法学教育の教育目的に大きな関心が払われてい
る。その効果として多くの教員および学生によって指摘されていること
は、学習の動機付け、法理論の理解の深化と確実化、実体法と手続法の統
合的理解、事実の分析力と評価力、書面や口頭によるコミュニケーション
力の養成、法曹としての倫理観や法曹の社会的使命の涵養などがあげら
(10)
れる。しかし、臨床法学教育の教育効果について統計的なデータが収集さ
れているわけではない。また、法曹教育は、単に知識の量を増やすことだ
けを目的とせず、理論の理解とそれを現実の事案に適用し、現実の人間の
に設置され、同大学だけでなく明治学院大学、東海大学、及び獨協大学の法科大学
院学生に臨床法学教育を実施する弁護士法人渋谷パブリック法律事務所は、独立採
算制で運営されている。東京弁護士会法曹養成センター・弁護士法人渋谷パブリッ
ク法律事務所編『臨床法学教育ハンドブック―リーガル・クリニックの実践に向け
て―』（國學院大學専門職大学院法務研究科、2006年）参照。
(10) 臨床法学教育の教育効果について、特にリーガル・クリニックに絞って、これ
まで教員や学生によって断片的に述べられてきた評価をまとめて紹介するものとし
て、須網隆夫「臨床法学教育の実践と展望―法科大学院制度動揺の時期に―」法曹
養成と臨床教育２号８-10頁（2009年）。また、リーガル・クリニックに限らず、シ
ミュレーションやエクスターンシップも含めて、これらの科目を履修した早稲田大
学学生16名による臨床法学教育の効果についての評価として、「学生によるプログ
ラム評価」宮川・前掲書・注２・209-269頁参照。
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抱える法的問題を解決する総合的な能力を養成することを目的するもので
あるから、特定の教育方法がどのような効果をあげたかを計量的に把握す
るのは極めて困難なことである。
２ 法曹養成の制度的条件
アメリカの臨床法学教育は、1870年にケース・メソッドがハーバード・
ロースクールで導入されて以来、百年に一度の新機軸とも評価しうる法曹
教育の方法論であり、1970年代以降、法曹教育の重要な地位を確立して
(11)
いる。臨床法学教育は、アメリカの特徴的な法曹制度（法曹一元制）、法曹
養成制度（司法修習の不存在）、判例法主義の思考様式（法は先例判決の集積
の中にあり、具体的判決を読み解くことにより帰納的に法を認識する）等によ
って生み出されたものといえる。したがって、日本の異なる諸条件、例え
ば、法曹三者プラス実務経験を持たない法学者集団、司法修習の存在、制
定法主義の思考様式（法は制定法の中にあると認識し、法典解釈からの演繹を
重視する）等を考えれば、日本での臨床法学教育の普及は容易ではないと
いえる。
アメリカでは、全50州においてロースクール学生の法実務への関与を認
める学生実務規則（student practice rules）が制定されて
(12)
いる。これは臨床
法学教育が着実に教育成果をあげ、生活困窮層への法律サービスの提供と
いう社会貢献が評価されることによって、徐々に整備されてきたものであ
る。しかし、学生実務規則が無いからといって、臨床法学教育が不可能な
わけではない。カナダでは学生実務規則は無いが臨床法学教育が盛んに実
施されており、また、法曹資格取得前の実務修習制度があるが、ロースク
(11) アメリカの臨床法学教育の歴史については、マーガレット・マーティン・バリ
ー、ジョン・C・デュビン、ピーター・A・ジョイ（日本弁護士連合会司法改革調
査室・法曹養成対策室編、道あゆみ・大坂恵里訳）『ロースクール臨床教育の100年
史』（現代人文社、2005年）参照。
(12) 学生実務規則については、大坂恵里「アメリカの学生実務規則」宮川成雄編著
『法科大学院と臨床法学教育』305頁（成文堂、2003年）参照。
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ールでの臨床法学教育の重要性が認識されて
(13)
いる。日本の法科大学院での
臨床法学教育も、法曹資格を持つ実務家教員の責任に基づき、学生は実務
家教員の履行補助者として法律サービスの提供に関与することが可能であ
る。
３ 司法修習との異同
日本で実施されている司法修習も、最広義の意味においては、臨床法学
教育であるといえよう。しかし、アメリカで発達した臨床法学教育と日本
の司法修習の重要な相違は、実務の改革志向とアカデミックな教育主体で
ある。アメリカで臨床法学教育を体験した数少ない日本人弁護士はこれを
次のように表現する。「司法修習がどちらかと言えば現状肯定型であるの
に対し、臨床教育は現状批判的、改善型であること」、そして「司法修習
が法律実務家によって提供されているのと異なり、臨床教育はよりアカデ
ミックなスタッフの手によるもの」であると指摘さ
(14)
れる。
日本の法科大学院で実施される臨床法学教育も、大学という学問の自由
が保障される学術環境で行われる法曹教育である。法科大学院の実務教育
は、大学の学術資源を活用できる有利な条件にある。明治以来の法学部の
伝統だけではなく、心
(15)
理学や
(16)
医学など他の学問分野の研究蓄積と人材を、
法曹教育に組み入れる試みが日本の各地の法科大学院で行われている。ま
(13) カナダの臨床法学教育については、例えば、フレデリック・H・ズィーマンス
（宮澤節生訳）「カナダにおける臨床教育―オズグッド・ホール・ロー・スクールの
経験―」宮川・前掲書・注12・30頁参照。
(14) 道あゆみ「臨床教育と法律基本科目との有機的連携について」法曹養成と臨床
教育１号60頁（2009年）。
(15) 例えば、立命館大学の臨床法学教育科目「リーガル・クリニックⅡ 女性と人
権」は、同大学心理・教育相談センターと連携して実施されている。二宮周平「女
性と人権クリニック」ロースクール研究２号24頁（2006年）。
(16) 法学教育と医学教育をシミュレーションという教育方法で比較する試みとし
て、「シンポジウム：法曹技能の鍛錬とシミュレーション―法学と医学における臨
床教育の課題―」臨床法学セミナー５号３頁（2008年）参照。
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た、司法修習と法科大学院の臨床法学教育は、学生の法実務への基本的関
わり方も異なるといえる。司法修習生の法実務への関わりは、指導担当者
の裁量に委ねられる部分が強いが、一般に受動的に「見て学ばせる」徒弟
的性質が強いといわ
(17)
れる。これに対し、臨床法学教育における学生の法実
務への関与は、各法科大学院により大きなバリエーションがあるが、多く
の指導者の姿勢は学生の積極的な関与を促すものといえ
(18)
よう。
Ⅳ 日本における臨床法学教育の成果
１ 教育方法論上の成果
(１）リーガル・クリニック教育の普及
2009年に公表された早稲田大学臨床法学教育研究所の全国リーガル・ク
リニック教育の調査結果によると、全国の74法科大学院の中でその52．7％
にあたる39校で、リーガル・クリニック教育が実施されている。この調査
で定義されたリーガル・クリニック教育とは、科目名称にかかわらず、
「①当該科目のなかで実際の相談者・依頼者（または代理人弁護士）と面談
して、②法律相談を実施し、または現在進行中の事件の処理に関与するこ
とがあり、かつ、③受講学生から実際の依頼者（または代理人弁護士）に
対して発問することが予定されている科目（エクスターンシップを除く）」
(17) アメリカ型の臨床法学教育は学生自らが弁護士業務を行って学ぶ（learning
 
by doing）ものであるのに対し、司法修習は弁護士の傍らにいてその仕事振りを見
て学ぶ（learning by seeing）ものと指摘される。高野隆「『学生弁護人』はどこま
でできるのか」宮川・前掲書・注12・292頁。
(18) 10年に亘り弁護修習を指導してきた広島大学の実務家教員は、「修習生に主体
的にやらせるのは実際になかなか困難です。それだけの時間がなかなか取れませ
ん。結局、修習生は弁護士のそばで見ている、あるいは時々補充的に質問をする程
度で終わっています。法律相談を主体的に学生にやらせることは、ロースクールの
クリニックでないとなかなか実現できないのではないかと思います。」と発言して
いる。「臨床法学ワークショップ：臨床法学教育の全国教員組織の果たす役割」（パ
ネリスト・佐藤崇文弁護士の発言）法曹養成と臨床教育１号175頁（2009年）。
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である。したがって、次のような場合にはリーガル・クリニック教育とは
扱われていない。すなわち、「模擬法律相談のみが実施されている場合、
実際の法律相談に受講生が同席しても、傍聴のみで受講生からの発問が予
定されていない場合、進行中の事件処理に関与する場合でも依頼者や代理
人との面談が予定されていない場合」は除外されて
(19)
いる。
ここで用いられた３つの要素、①現実の事案・事件での当事者・代理人
との面談、②現実の事案・事件の処理への関与、および③単に見学ではな
く学生の積極的関与は、臨床法学教育の重要な要素である。これらを満た
す科目を、リーガル・クリニック教育として扱うという限定的な定義の採
用を考えれば、全国の法科大学院の半数以上でリーガル・クリニック教育
が実施されているという事実は、この教育方法論の幅広い普及を示唆して
いる。さらにこの調査結果によると、これらのリーガル・クリニック科目
において、法律相談にとどまらず事件受任を行い、学生が指導実務家教員
と共に弁護活動に取り組むことを科目内容として想定している法科大学院
の数は11校となっている。また、上記のリーガル・クリニック科目を実施
している39校の中で、大学附設の法律事務所を設置している大学は15校に
のぼる。これらの数値もリーガル・クリニックという教育方法論の重要性
とその普及を示している。
リーガル・クリニック教育の実施にあたっては、実際の事案・事件を扱
うゆえに実務家教員が中心となるのは当然であるが、研究者教員の何らか
の関与を実施している法科大学院も多い。上記の2009年報告書では、リー
ガル・クリニック教育を実施している39校の内21校で研究者教員も科目の
共同担当者となっている。この点でも臨床法学教育が、「理論と実務の架
橋」となる有効な教育方法論であることが示されている。
(19) 早稲田大学臨床法学教育研究所「臨床法学全国クリニック調査報告書」臨床法
学セミナー６号（臨時増刊）［ii］頁（2009年）。なお、同報告書の概要について
は、椛嶋裕之「法科大学院教育におけるクリニックの意義―クリニック全国調査結
果をふまえて」法曹養成と臨床教育２号153頁（2009年）参照。
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(２）エクスターンシップ教育の普及
リーガル・クリニック以上に普及している臨床法学教育の方法論は、エ
クスターンシップである。2007年に公表された法科大学院協会の研究グル
ープの調査によれば、回答を寄せた47校のうち、87．2％にあたる41校がエ
クスターンシップを実施して
(20)
いる。エクスターンシップは従来からの司法
修習における弁護修習に実施形態が近似しているゆえに、他の臨床法学教
育の方法論よりも実施している大学が多い。しかし、法科大学院の実施す
るエクスターンシップは、単に司法修習での弁護修習と同様に法律事務所
への学生の派遣という形だけで実施されているわけではなく、各大学とも
にさまざまな工夫を行っている。法科大学院のエクスターンシップには、
司法修習の弁護修習とは異なる方向性がいくつか見られる。その一つは、
エクスターンシップを機会として、法曹としての能力を、法曹三者の職域
を超えて生かしうる場を見出そうとする方向性である。またもう一つの方
向性としては、エクスターンシップを大学と実務法曹との接点として、法
理論の発展と法実務の改革を目指そうするものもある。
前者の方向性は、多くの法科大学院がエクスターンシップでの学生派遣
先を法律事務所などに限定せずに、企業の法
(21)
務部、地方自
(22)
治体、人権擁護
団体などに広げていることにみら
(23)
れる。エクスターンシップでは派遣先に
(20) 中西一裕「法曹養成制度改革の現状と課題」法曹養成対策室報２号３頁（2007
年）が、法科大学院協会の研究グループによる調査結果を集計した数値を掲載して
いる。
(21) 企業法務部でのエクスターンシップの実例として、田中稔「会社、学生にとっ
てチャレンジ＆切磋琢磨の２週間」法曹養成と臨床教育２号65頁（2009年）参照。
（22）自治体でのエクスターンシップの実例として、平林浩一「地方自治体における
法曹の役割―自治体エクスターンシップの開始に際して―」法曹養成と臨床教育２
号70頁（2009年）参照。
(23) 幅広い職域にエクスターンシップを展開する例として、塚原英治「多様な派遣
先におけるエクスターンシップ―早稲田大学―」宮川・前掲書・注２・166頁、木
村美隆「中央大学法科大学院のエクスターンシップについて」法曹養成と臨床教育
１号113頁（2009年）参照。
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おける教育内容および質を、派遣元である法科大学院がいかに管理するこ
とができるかが課題である。法科大学院の教育が法曹養成を目的としてい
るのであるから、派遣先に法曹資格を持った指導担当者がいることは望ま
しいことである。しかし、法科大学院が実施するエクスターンシップは、
法曹資格を持った指導担当者がいない領域でも、今後、法曹としてのトレ
ーニングを受けた人材が活躍すべき領域には、法科大学院学生を派遣する
教育的意義がある。すなわち、現在は法曹人口が少ないがゆえに法曹有資
格者がいない職域において、法曹としての能力が当該職域でいかに有効で
あるかを認識することにより、学生が法曹の社会的役割と法曹教育の汎用
性を認識する契機と
(24)
なる。
後者の方向性を示す実践例として、龍谷大学の試みがある。龍谷大学法
科大学院は、おそらく全国で唯一、エクスターンシップを必修化している
法科大学院である。同校では２年次と３年次の間の春休みに実施するエク
スターンシップを、２年次後期と３年次前期に各２単位を授与する「法務
研修」科目として一体化し、法律実務の実習機会として提供している。２
年次後期の事前演習ではエクスターンシップで必要な専門職倫理や法律知
識を修得させ確認し、３年次前期の事後演習ではエクスターンシップでの
成果を検討する報告会が、派遣先の指導担当者（非常勤講師として任用）
も参加して実施されている。このようなエクスターンシップ教育の提供
は、一般的にエクスターンシップの欠点といわれるところの、教育内容が
派遣先に委ねられてしまい、教育の質と内容について法科大学院の管理が
行き届かないことを克服するための試みとして評価できる。また、龍谷大
学の「法務研修」は６つの分野（一般実務対応民事系、同刑事系、共生社会、
企業法務、社会・労働、および公益弁護活動）に分けて実施され、それぞれ
に研究者教員も参加することによって、研究者・実務家・学生の三者の連
(24) 法曹有資格者のいない人権擁護団体へのエクスターンシップの意義について、
宮川成雄「難民保護と臨床法学教育―NGOへのエクスターンシップ」法学セミナ
ー49巻12号69頁（2004年）参照。
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携を図る法務総合研究プロジェクトを構成して
(25)
いる。このような試みは、
司法修習における弁護修習とは異なった、法曹教育を軸とした法理論の発
展と法実務の改革を志向した意欲的な取組みといえる。
(３）シミュレーション教育における独創的手法の開発
シミュレーション教育も日本の法科大学院で広く採用されている臨床法
学教育の方法論である。シミュレーション教育は、現実の事案を素材とし
て教育目的に応じて加工した教材を用いる教育方法である。これも全国の
法科大学院においてさまざまな工夫が凝らされて
(26)
いる。シミュレーション
教育は、「ローヤリング」などの科目名称で依頼人面接、証人尋問等の技
法についてロール・プレイなどの手法を用いた授業が展開されているだけ
でなく、個々の実務系科目の中に組み込まれて実施されて
(27)
いる。
日本型臨床法学教育の特徴として教育目的を重視するところから、シミ
ュレーション教育については、これまでの法学部教育では実施されていな
かった斬新な手法が開拓されている。例えば、名古屋大学を中心とする
PSIM（サイム）プロジェクトは、面接、尋問、交渉等の法曹技能につい
て法科大学院生がロール・プレイを行っている場面を映像として記録し、
データベース化して法科大学院間で利用しうる教材を開発している。ま
た、これに映像分析を行い重要なシーンに解説を加え、さらに検索機能も
付けて教材として開発している。この教材のデータベースはインターネッ
ト上で利用可能となって
(28)
いる。また、関西学院大学の模擬法律事務所プロ
(25) 2009年10月31日に早稲田大学で開催された臨床法学セミナー「法学研究と法曹
リカレント教育を視野にいれたエクスターンシップ―龍谷大学の実践」（報告者：
萩屋昌志）において配布された資料、及び龍谷大学法科大学院HP、http://www.
ryukoku.ac.jp/faculty/graduate/law school/index.php参照。
(26) 榎本修「実務基礎科目『ロイヤリング』の現状と課題」判例タイムズ1224号11
頁（2007年）参照。
(27) 個々の実務系科目にシミュレーションを組み込んだ授業展開の例として、小島
延夫「『民事弁護実務』科目とシミュレーション―早稲田大学―」宮川・前掲書・
注２・184頁、佐藤裕一「東北大学における臨床法学教育」臨床法学セミナー５号
120頁（2008年）等参照。
早法85巻３号（2010）1150
ジェクトは、一般市民から模擬依頼人としての参加を得て、学生には対立
する模擬法律事務所で働く弁護士として活動させ、模擬依頼者のための法
律業務を模擬法律事務所間で競わせる教材を開発している。この教材の特
徴は、従来のシミュレーション方法では特定の法曹技能を取り出した模擬
練習となるきらいがあるのに対して、対立した模擬法律事務所間の競争と
いう動態的で緊張感ある法律業務を遂行する環境が設定されているところ
に
(29)
ある。
(４）医学教育との連携の開始
医学教育はいうまでもなく臨床方法論を採用する専門職業人養成とし
て、長年の歴史を有している。しかし、大学医学部の教育課程において臨
床実習を早い学年から導入しようという動きは、日本においては近年のこ
とのようである。すなわち、医師国家試験の合格以前に、医学部学生の教
育課程に臨床実習を導入しようという試みは、2001年に公表された「21世
紀における医学歯学教育の改善方策について」（医学歯学教育のあり方に関
する調査研究班）において、大きな改革が提言されたといわれる。そこで
は、臨床実習前に修得すべき最低限の知識のコアをモデルとして示して、
臨床実習をそれまでの見学型のものから診療参加型のものに転換すること
が提言された。このような改革の背景には、欧米と比べて日本の医学部卒
業生が、知識量は概して豊富であるが、患者に対する基本的臨床能力が十
分でないという英米の医学界からの指摘があるとさ
(30)
れる。
上記の提言を受けて、医学部の教育課程で臨床実習に入る前の学生に対
(28) PSIM プロジェクトについては、菅原郁夫「法理論教育と臨床教育の橋渡しと
してのシミュレーション―名古屋大学 PSIM データベースの活用―」臨床法学セ
ミナー５号７頁（2008年）参照。
(29) 模擬依頼者を活用した関西学院大学のシミュレーション科目については、亀井
尚也「模擬依頼者（SC）の活用とバーチャル・ローファームによる法実務教育―
関西学院大学の動態的シミュレーション―」臨床法学セミナー５号45頁（2008年）
参照。
(30) 荒牧琢己「医学教育における改革の動向」宮川・前掲書・注２・63頁参照。
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して、医師としての態度、技能、知識などを最低限保証するために、2005
年から全国共用試験が実施されている。これは筆記試験に相当するコンピ
ューターで行う CBT（Computer Based Testing）と、実地試験に相当し、
模擬患者 SP（Simulated Patient）を用いて患者への医療面接の態度や基
本的な技能をテストするOSCE（Objective Structured Clinical Examina-
tion）から構成されている。さらに最近では大学によればAdvanced
 
OSCEと呼ばれる医学部卒業時に課される技能試験が実施されている例
もある。この試験実施の目的は、医学教育が理論教育ではなく、あくまで
も診療に役立つ、患者の役に立つ医師の養成であるとさ
(31)
れる。
このような医学教育の改革の動向には、臨床法学教育と共通する問題意
識と取り組むべき課題があるといえる。まず、問題意識として、医師養成
と法曹養成ともに第一の目的はサービスのエンド・ユーザー（患者・依頼
人）に役立つ専門職業人の養成であり、そのためには知識と理論を現実に
運用する臨床方法論を用いて、患者の疾病や依頼人の紛争を解決する能力
を養成することが重要であるという認識である。また、取り組むべき課題
として共通するのは、国家資格取得前の実習を行う学生の権限の法的裏付
け、学生の質の保証、実習の内容と方法、実習を指導する教員の養成など
である。
日本の臨床法学教育の教育研究者は、このような医学部における臨床実
習と法科大学院における臨床法学教育との共通点を認識して、その教育方
法論の研究と実践について連携を開始して
(32)
いる。これもまた日本の臨床法
(31) 宮下次廣「臨床科目講義と病院実習の橋渡しとしてのシミュレーション教育」
臨床法学セミナー５号76頁（2008年）。
(32) これまでに医学教育と法学教育について、共通の臨床方法論の観点から開催さ
れた研究集会としては、以下のようなものがある。シンポジウム「臨床教育の効用
と課題―臨床法学教育と臨床医学教育の比較検討―」（早稲田大学2004年12月４
日）、シンポジウム「法曹技能の鍛錬とシミュレーション―法学と医学における臨
床教育の課題―」（早稲田大学2007年12月22日）、国際シンポジウム「臨床法学教育
の実践と展望」（講演：竹屋元裕「医学部における臨床教育の実践と展望」を含む。
早法85巻３号（2010）1152
学教育の方法論上の成果といえるであろう。
２ 法実務改革における成果
(１）刑事クリニック
刑事クリニックは、日本の法科大学院にあって設置されている数は少な
(33)
いが、臨床法学教育を通した法実務の改革において重要な成果をあげてい
る。例えば、早稲田大学の刑事クリニックでは、2004年以降、2008年まで
に50件の刑事事件を受任し、教員の指導監督の下に学生が刑事弁護活動に
携わった。その成果の特徴として指摘されることは、「不起訴件数の多さ
である。50件中21件（42％）に上っている。これを否認事件に限ると、27
件中13件が不起訴となっており、むしろ不起訴率はクリニック事件全体の
平均より高い（48％）。このほかにも勾留請求が却下されたケース、勾留
決定に対する準抗告が認容されたケース、保釈不許可決定に対する準抗告
が認容されたケースなども
(34)
ある。」また、同大学刑事クリニックで2004年
から2006年までに受任した21件についての数値分析では、21件中３件
（14．3％）で勾留請求の却下を獲得しており、一般的な勾留請求却下率が
0．3％程度であることを考えると非常に高い数値であると指摘さ
(35)
れる。こ
れらは刑事クリニックが実務に与えた影響として評価しうるであろう。
熊本大学2009年２月28日）。
(33) 早稲田大学臨床法学教育研究所の2009年全国調査によれば、刑事クリニックを
実施している法科大学院は、６校（大宮、早稲田、國學院大學・東海・獨協・明治
学院）である。前掲2009年全国クリニック調査報告書・注18。これらのうち、國學
院・東海・獨協・明治学院の４校は、國學院大學キャンパス内に設置された弁護士
法人渋谷パブリック法律事務所において、國學院大學教員の指導監督の下で実施さ
れているクリニック科目の共同提供大学となっている。
(34) 四宮啓「日本型刑事クリニックの成果と課題」（2009年12月12日に早稲田大学
で開催されたシンポジウム「臨床法学教育からの理論と実務へのインパクト―日米
の実績と課題―」での配布資料）41頁。
(35) 高野隆「刑事クリニックの実践―その現状と課題―」宮川・前掲書・注２・
107頁。
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臨床法学教育の実務への影響として、アメリカでも実証されているよ
(36)
うに、法科大学院の実務家教員による指導監督の下になされる質の高い弁
護活動が、被疑者・被告人に本来保障されている刑事訴訟法上の権利の実
現をもたらしているといえる。これらの成果は、刑事クリニックを担当す
る実務家教員の高い指導力、法科大学院学生による時間をかけた丁寧な作
業、一般的な実務慣行では軽視されたかもしれないような事項の見直し、
また一般開業弁護士の多忙さ等々、さまざまな要因によるものであろう。
このような刑事クリニックの成果は、単に被疑者・被告人サイドの利益で
あるだけでなく、検察側をも含めた刑事司法における正義の実現の改善と
して評価されるべきであ
(37)
ろう。
(２）地域と子どもクリニック
刑事クリニックのような統計数値で実務へのインパクトが提示されるも
のではないが、獨協大学で実施されている臨床法学教育は、長期的な法律
家の活動のあり方を変えてゆくことにつながる潜在的可能性を示してい
る。獨協大学法科大学院の臨床法学教育では、子どもの抱える問題へのホ
リスティックなアプローチを取り入れ、同大学が附設する「獨協大学地域
と子どもリーガルサービスセンター」や「獨協地域と子ども法律事務所」
での活動にとどまらず、臨床心理相談機関、医療機関、地方行政機関等他
の専門分野の機関との連携関係を構築して、子どもの権利擁護に取り組ん
でいる。ここで実施されているサービスは、相談者がどこにどのような相
(36) 高野隆「『学生弁護人』はどこまでできるのか―刑事クリニックにおける学生
実務の法的規制」宮川・前掲書・注12・295－296頁は、アメリカのロースクール学
生による弁護活動と一般弁護士の弁護活動とを比較して、無罪率等で前者が優れて
いることを示す次の興味深い研究を紹介している。Steven Zeidman, Sacrificial
 
Lambs or the Chosen Few?:The Impact of Student Defenders on the Rights of
 
Accused,62BROOKLYN L.REV.853(1996).
(37) 刑事クリニックを実施している大宮法科大学院大学の実践については、学生へ
の教育効果の観点からの論稿がある。萩原猛「『刑事弁護クリニック』の現状と課
題」自由と正義60巻４号46頁（2009年）参照。
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談として持ち込んだらいいのかわからない問題であっても、リーガルサー
ビスセンターで問題を見立て、相談者が必要な救済手段につながれるよう
に、いわゆるワンストップ・サービスが行われている。具体的な事案とし
ては、虐待問題、いじめ問題、少年非行事件などである。獨協大学法科大
学院の臨床教育科目では、「リーガルサービス」という概念を、従来法律
事務所が行ってきた活動にとどまらず、市民のための交渉、調整、救済、
他機関との連携等を一体として「リーガルサービス」と捉えて、法科大学
院学生の教育にあたっている。獨協大学法科大学院では、２年次の必修科
目「リーガルクリニックⅠ」（２単位）、３年次の選択科目「リーガルクリ
ニックⅡ」（４単位）、法律事務所以外での実務に接する「エクスターンシ
ップ」（２単位）が実施されている。子どもの権利擁護にかかわる活動は、
「リーガルクリニックⅡ」の１つである「地域と子どものためのリーガル
クリニック」で
(38)
ある。
このような臨床法学教育の活動は、相談者の問題に「点」で関わること
が多い法律家の活動範囲を、相談者の家族関係や社会関係をも視野に入れ
た「線」での関わり方に広げ、また、相談者が問題解決後につくる新しい
人間関係で構成される「面」での関わり方へと広げるものであるとさ
(39)
れる。それは決して法律家が、問題を抱える当事者と同じ立場に立つもの
ではなく、法的問題解決の専門家として他機関と連携することにより、複
数の側面から紛争当事者の問題解決に助力することを意味する。「地域と
子どものためのリーガルクリニック」が提供するこのような臨床法学教育
は、法科大学院学生に対し、地域社会における法律家の役割について、法
律家としての塁を守るだけではなく、問題を抱える市民に寄り添い問題解
(38) 2009年２月24日に早稲田大学で開催された臨床法学セミナー「獨協大学地域と
子どもリーガルサービスセンターの活動について」（報告者：野村武司・柳重雄）
での配布資料、および獨協大学法科大学院のHP、http://www.dokkyo.ac.jp/
lawschool/参照。
(39) 野村武司「『獨協大学地域と子どもリーガルサービスセンター』と併設した法
律事務所」自由と正義60巻４号58頁（2009年）。
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決の助力者としての役割を果たす地域に密着した法律家像を形成するもの
と評価できる。このような法律家像は、司法制度改革審議会意見書の表現
を使えば「社会の医師」とも呼びうるものである。臨床法学教育は、この
ような法律家像を持つ法科大学院学生の育成により、潜在的な法律サービ
スのニーズを掘り起こし、長期的には法実務の改革に貢献することができ
るであろう。
(３）地理的および経済的司法過疎への取り組み
司法過疎問題は、法曹人口の増加によって解決が期待される問題の１つ
である。しかし、単に司法試験合格者を増加させれば解決できる問題では
なく、法律サービスの提供のあり方を検討して、法実務の現状の認識と改
革の視点をもって取り組まれなければ、問題解決は実現するものではな
い。その意味で、法科大学院の臨床法学教育が、司法過疎問題に取り組む
ことは、教育と社会貢献という臨床法学教育の二重の目的と合致する。
人口過疎地域への法律相談の実施は、多くの法科大学院で実施されてい
る。鹿児島大学法科大学院は、多くの有人島嶼を抱える南九州に位置し、
「地域の司法基盤の強化に教育活動を通じて貢献する」ことを理念とし、
これまで屋久島と種子島での法律相談実習を行って
(40)
きた。早稲田大学法科
大学院では、民事クリニックの一環として三宅島での法律相談を実施して
(41)
きた。広島大学法科大学院は、移動法律相談を島根県浜田市や広島県福山
市などで実施して
(42)
いる。島根大学法科大学院は、奥出雲や隠岐島などの過
疎地への巡回法律相談を実施して
(43)
いる。立命館大学法科大学院は、京都府
(40) 米田憲市「離島等司法過疎地における法律相談実習」自由と正義60巻４号63頁
（2009年）。
(41) 大山定伸・阿部崇史・中田泰人・福田匡剛「三宅島の法律相談体験記 早稲田
大学法科大学院生」法学セミナー634号（2007年）。
(42) 佐藤崇文・小濱意三「広島大学における臨床法学教育」臨床法学セミナー１号
７頁（2007年）。
（43）2009年１月16日に早稲田大学で開催された臨床法学セミナー「島根大学におけ
る臨床法学教育」（報告者：國弘正樹）において配布された資料、及び島根大学法
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舞鶴市との連携により TV会議システムを利用した法律相談を、一般民
事を扱う「リーガル・クリニックⅠ」として実施して
(44)
いる。
法律サービスへのアクセスが困難な原因は地理的なものだけでなく、経
済的な障害によるものもある。生活保護というセイフティー・ネットにア
クセスしようとしても適切な法律家の助力を得られるか否かによって、受
給が大きく左右される現実がある。早稲田大学法科大学院は民事クリニッ
クの活動の一つとして、生活保護申請の支援を行っている。その活動は福
祉事務所への申請同行だけではなく、ホームレスの人々への路上での法律
相談や、そこに至る前段階である法律家による支援で問題が改善されうる
ことについての啓蒙活動を、生活困窮者に対して行うことなども含まれて
(45)
いる。
このような地理的および経済的リーガル・アクセスの障害の問題に、法
科大学院学生が臨床法学教育を通して取り組むことは、上述の「地域と子
どもクリニック」の場合と同様に、相談者の問題解決は法律サービスの提
供だけで実現するものではないという認識を法科大学院学生に形成する。
人口過疎は地域社会の崩壊や家族構成のゆがみ等の問題を伴い、また経済
的困窮はアルコール依存症や精神疾患を伴うことがあり、法律家は相談者
の問題に取り組むためには他専門職との連携の必要性を認識することにつ
ながる。法科大学院学生が相談者の問題解決へのアプローチを多面的に考
えることを通して、法律サービスの提供のあり方を考える法律家が育ち、
長期的には法実務のあり方を改革してゆくことにつながる。
科大学院地域法律相談センターHP、http://www.lawschool.shimane-u.ac.jp/
center/02.html参照。
(44)『リーガルクリニックと地域との協働～DV当事者の支援と DV防止教育への
展望を含めて～』１-15頁（立命館大学法科大学院、2009年）。
(45) 森川清「生活困窮者のための活動―早稲田大学の民事クリニックによる生活保
護申請支援―」法曹養成と臨床教育２号60頁（2009年）。
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Ⅴ 法科大学院における臨床法学教育の展望
臨床法学教育は、法科大学院から発信する法曹教育の方法論である。法
科大学院の法曹教育は決して司法試験に規定されるものではなく、また、
司法修習の準備のためにだけなされるものでもない。司法修習も「プロセ
スとしての法曹養成」の一部であるに過ぎない。法科大学院の臨床法学教
育が司法修習の前段階としてのみ位置付けられるならば、臨床法学教育の
長所を生かすことはできない。
臨床法学教育の長所は、その対象とする法律サービスの幅の広さと大学
の学術環境を活用する専門性の高さであるといえる。臨床法学教育は裁判
を中心とした法律サービスだけではなく、企業法務、自治体法務、NPO
等の人権擁護法務など、これまで日本では法曹が少なかった職域での法曹
の役割をも検討し、法実務の改革を志向する。大学の学術環境を活用する
臨床法学教育の方法論は、先端的な法分野に特化した専門法クリニック
（例、知的財産法クリニ
(46)
ック、国際人権法クリニ
(47)
ック）の活動を通して、法理
論の発展をも志向する。臨床法学教育は、現代社会の多様な法律サービス
の需要を検討し、紛争の予防、裁判外の紛争解決にも対応する基本的な知
識と法曹技能を提供しようとするものもある。
法科大学院は、現在、その教育力が問われている。74校の法科大学院の
総定員と新司法試験合格者数とのギャップや、法曹人口増加への根強い懸
念等から、定員削減が実施され統廃合も現実味を帯びてきている。科目編
成においても、法律基本科目の単位数を増加させるために法実務科目を抑
制しようという議論もある。しかし、2009年７月に発表された日弁連の意
(46) 高林龍・鵜飼健・富岡英次「知的財産クリニックの実践」宮川・前掲書・注
２・132頁。
(47) 阿部浩己「国際人権クリニックの理念と歩み」神奈川ロージャーナル１号13頁
（2008年）。
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(48)
見書にもあるように、法曹養成の中核機関たる法科大学院において法実務
教育は不可欠であり、旧制度下の知識教育偏重の弊害を招かないように留
意が必要である。現代社会に顕在し潜在する多様な法律サービスの需要を
認識し、これに応えることのできる法曹を養成するために、臨床法学教育
は一層の充実が求められる。
本稿は、日本学術振興会科学研究費基盤研究（A）課題番号：19203006
研究課題名「法曹養成教育における経験的方法論としての臨床法学教育の研
究」の研究成果の一部であり、拙稿「臨床法学教育の課題と展望―臨床法学
教育学会の設立によせて―」自由と正義60巻４号33頁（2009年）を基に大幅
に加筆したものである。
(48) 日本弁護士連合会「中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会『法科大
学院教育の質の向上のための改善方策について（報告）』に対する意見書」（2009年
７月16日）、http://www.nichibenren.or.jp/ja/opinion/report/data/090716.pdf
参照。
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